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  令和４年４月１日～令和４年９月３０日における 

半期の経営情報をお知らせします。 

 

 

  開 示 項 目 も く じ 



 

区  分 令和 3 年 9 月末 令和 4 年 9 月末 

預 金 残 高 150,572 百万円 153,999 百万円 

貸 出 金 残 高 85,973 百万円 88,456 百万円 

 

 

 

 

 

業 種 
令和 3 年 9 月末 令和 4 年 9 月末 

金額 百万円 構成比 金額 百万円 構成比 

製 造 業 1,542 1.8％ 1,838 2.1％ 

農 業 ・ 林 業 292 0.3％ 261 0.3％ 

漁 業 15 0.0％ 57 0.1％ 

鉱業・採石業・砂利採取業 366 0.4％ 428 0.5％ 

建 設 業 7,482 8.7％ 7,574 8.6％ 

電気・ガス・熱供給・水道業 172 0.2％ 210 0.2％ 

情 報 通 信 業 114 0.1％ 121 0.1％ 

運 輸 業 ・ 郵 便 業 1,414 1.6％ 1,426 1.6％ 

卸 売 業 ・ 小 売 業 5,025 5.8％ 4,553 5.1％ 

金 融 業 ・ 保 険 業 619 0.7％ 435 0.5％ 

不 動 産 業 12,121 14.1％ 12,660 14.3％ 

物 品 賃 貸 業 129 0.2％ 799 0.9％ 

学術研究・専門・技術サービス業 3,052 3.6％ 3,080 3.5％ 

宿 泊 業 2,153 2.5％ 2,442 2.8％ 

飲 食 業 1,365 1.6％ 1,517 1.7％ 

生活関連サービス業・娯楽業 4,862 5.7％ 5,318 6.0％ 

教育・学習支援業 1,902 2.2％ 2,026 2.3％ 

医 療 ・ 福 祉 1,396 1.6％ 1,679 1.9％ 

そ の 他 サ ー ビ ス 843 1.0％ 735 0.8％ 

そ の 他 の 産 業 3,939 4.6％ 3,748 4.2％ 

小 計 48,814 56.8％ 50,914 57.6％ 

地 方 公 共 団 体 7,700 9.0％ 7,953 9.0％ 

雇用・能力開発機構等 - - - - 

個人（住宅・消費・納税資金等） 29,457 34.3％ 29,588 33.4％ 

合     計 85,973 100.0％ 88,456 100.0％ 

＊ 業種分類は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。 

預金・貸出金の状況 

貸出金業種別残高・構成比 
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（単位：千円）

令和３年度 令和４年度 増　減
出 資 金 962,896 963,065 169

利 益 剰 余 金 5,274,444 5,527,837 253,393

外部流出予定額 - - -

一般貸倒引当金 30,404 30,908 504

コア資本基礎項目 6,267,745 6,521,810 254,065

無 形 固 定 資 産 21,844 14,059 △ 7,785
繰 延 税 金 資 産
（ 一 時 差 異 除 く ） 53,000 16,000 △ 37,000

コア資本調整項目 74,844 30,059 △ 44,785

自 己 資 本 額 6,192,900 6,491,750 298,850

資産（オン・バランス項目） 65,710,601 68,167,707 2,457,106

オフ・バランス項目 136,197 41,824 △ 94,373

Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク - - -

中央清算機関関連 260 30 △ 230

オペレーショナルリスク 3,284,975 3,338,975 54,000

リスク・アセット等計 69,132,033 71,548,537 2,416,504

自 己 資 本 比 率 8.95% 9.07% 0.12%

2,127 1,952

280 290

自己資本比率は、金融機関の財務体質の健全性を示す重要な指標です。貸出金や有価証券等のリスク資
産（リスクアセット）に対する、資本金や積立金等の自己資本の占める割合を表しています。
国内のみで営業を行う金融機関は4％が基準です。なお、平成26年度以降は、バーゼルⅢに基づく新国
内基準にて算出しております。

（単位：百万円）

(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。

 　 ΔEVEとは、IRRBBのうち金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測され、開示告示に定められた
 　 金利ショックにより計算されるものをいいます。
 　 ΔNIIとは、IRRBBのうち金利ショックに対する算出基準日から12ヶ月を経過する日までの間の金利収益の減少
  　として計算され、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。

令和3年9月末 令和4年9月末銀行勘定の金利リスク（通称：IRRBB）

ΔEVE（経済価値の変動）

ΔN I I （期間収益の変動）

単体自己資本比率（国内基準）
９月末現在

金利リスクに関する事項
《バンキング勘定の金利リスク》
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1.　保有残高
（単位：千円）

種    類 令和３年度 令和４年度 増減

国　　　　　債 498,200 456,350 △ 41,850

地　　方　 債 3,563,839 3,291,703 △ 272,136

社　　　　　債 4,270,330 4,533,890 263,560

　　公社公団債 1,495,650 1,424,760 △ 70,890

　　金融債 - - -

  　その他社債 2,774,680 3,109,130 334,450

株　　　　 式 10,801 10,801 0

　 投 資 信 託 　 1,038,161 1,004,976 △ 33,185

外 国 証 券 3,383,331 3,234,405 △ 148,926

その他の証券 75,503 21,711 △ 53,792

合    計 12,840,166 12,553,837 △ 286,329

2.　評価損益

（単位：千円）

種    類 期末簿価 評価益 評価損 差引損益

（ その他有価証券 ） （ 13,253,426 ） （ 17,962 ） （ 717,550 ） （ △ 699,588 ）

国　　　　　債 499,166 - 42,816 △ 42,816

地　　方　 債 3,536,303 - 244,600 △ 244,600

社　　　　　債 4,697,553 6,064 169,728 △ 163,664

　　公社公団債 1,502,226 1,510 78,976 △ 77,466

　　金融債 - - - -

  　その他社債 3,195,327 4,554 90,752 △ 86,198

株　　　　 式 10,801 - - -

投 資 信 託 1,094,944 7,758 97,725 △ 89,967

外 国 証 券 3,392,946 4,139 162,679 △ 158,540

その他の証券 21,711 - - -

（ 満期保有目的債券 ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）

社　　　債 - - - -

外国証券 - - - -

合    計 13,253,426 17,962 717,550 △ 699,588

※　満期保有目的債券につきましては、時価会計基準により時価評価の対象外となります。

※　満期保有目的に区分する債券の保有はありません。

有価証券の残高および時価情報
９月末現在
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科　　目 ３ 年度 ４ 年度 増減 増減率 科　　目 ３ 年度 ４ 年度 増減 増減率

現 金 3,374,982 3,604,916 229,934 6.81 預 金 積 金 150,572,664 153,999,859 3,427,195 2.27

預 け 金 62,182,170 62,651,701 469,531 0.75 借 用 金 10,300,000 10,200,000 △ 100,000 △ 0.97

買入金銭債権 3,319 1,570 △ 1,749 △ 52.69 そ の 他 負 債 204,623 191,724 △ 12,899 △ 6.30

有 価 証 券 12,840,166 12,553,837 △ 286,329 △ 2.22 賞 与 引 当 金 56,541 52,715 △ 3,826 △ 6.76

貸 出 金 85,973,556 88,456,664 2,483,108 2.88 役員賞与引当金 - - - -

そ の 他 資 産 613,257 579,133 △ 34,124 △ 5.56 退職給付引当金 - - - -

有形固定資産 2,551,901 2,489,791 △ 62,110 △ 2.43
役員退職慰労
引　　当　　金

132,068 46,113 △ 85,955 △ 65.08

無形固定資産 30,197 19,435 △ 10,762 △ 35.63
債務保証損失
引　　当　　金

1 0 △ 1 △ 100.00

繰延税金資産 91,482 59,000 △ 32,482 △ 35.50 偶発損失引当金 11,339 8,229 △ 3,110 △ 27.42

債務保証見返 1,117 601 △ 516 △ 46.19
睡眠預金払戻
損 失 引 当 金

6,400 9,100 2,700 42.18

貸 倒 引 当 金 △ 123,010 △ 116,994 6,016 △ 4.89 債 務 保 証 1,117 601 △ 516 △ 46.19

(個別貸倒引当金) (△ 92,606) (△ 86,085) (6,521) (△ 7.04) （ 負　債　計） (161,284,756) (164,508,344) (3,223,588) (1.99)

純資産の部 6,254,385 5,791,313 △ 463,072 △ 7.40

（ 出 資 金 ） (962,896) (963,065) (169) (0.01)

（利益準備金） (963,406) (963,496) (90) (0.00)

（特別積立金） (4,200,000) (4,379,000) (179,000) (4.26)

（当期未処分剰余金） (111,038) (185,341) (74,303) (66.91)

（ うち当期純利益 ） (90,948) (165,276) (74,328) (81.72)

（その他有価証券
評価差額金）

(17,045) (△ 699,588) (△ 716,633) (△ 4,204.35)

計 167,539,142 170,299,658 2,760,516 1.64 計 167,539,142 170,299,658 2,760,516 1.64

（単位：千円）

貸借対照表（単体）
９月末現在
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（単位：千円）

３年度 ４年度 増  減 ３年度 ４年度 増  減

1,025,232 1,064,719 39,487 - 92 92

922,219 963,707 41,488 - - -

816,528 844,585 28,057 - 1 1

47,484 46,855 △ 629 735,522 722,015 △ 13,507

- - - 人 件 費 451,234 440,380 △ 10,854

48,217 53,570 5,353 物 件 費 262,907 261,382 △ 1,525

9,989 18,695 8,706 税 金 21,380 20,252 △ 1,128

83,124 75,397 △ 7,727 16,887 10,514 △ 6,373

36,151 28,794 △ 7,357 貸倒引当金繰入額 - 4,821 4,821

46,972 46,602 △ 370 貸 出 金 償 却 - - -

6,898 7,770 872 株 式 等 売 却 損 - - -

110 2,562 2,452 株 式 等 償 却 - - -

- - - その他資産償却 - - -

- - - その他の経常費用 16,887 5,692 △ 11,195

6,788 5,207 △ 1,581 125,832 194,359 68,527

12,989 17,843 4,854 137 - △ 137

965 - △ 965 - - -

9,332 13,996 4,664 137 - △ 137

- - - 46 0 △ 46

2,692 3,846 1,154 46 0 △ 46

899,399 870,359 △ 29,040 - - -

9,243 9,762 519 125,923 194,359 68,436

10,157 10,773 616 2,975 4,082 1,107

102 97 △ 5 - - -

- - - 32,000 25,000 △ 7,000

△ 1,112 △ 1,234 △ 122 90,948 165,276 74,328

96 125 29 20,090 20,064 △ 26

137,745 127,973 △ 9,772 111,038 185,341 74,303

20,839 16,626 △ 4,213

116,905 111,346 △ 5,559

- 93 93

（単位：百万円）

３年９月 ４年９月 ３年９月 ４年９月
1,025 1,064 1.90% 1.92%

899 870 0.15% 0.15%
125 194 0.76% 0.83%
129 189 0.01% 0.01%
129 189 1.16% 1.18%

0.93% 0.89%
0.23% 0.29%

90 165 57.09% 57.43%
167,539 170,299 8.53% 8.15%

6,192 6,491
159人 157人

国債等債券売却損

外国為替売買益

(投資信託解約損益を除く)

その他の業務収益

繰越金(当期首残高)

特 別 利 益

その他の特別利益

株 式 等 売 却 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

貸倒引当金戻入益

法人税・住民税及び事業税

特 別 損 失

税引前当期純利益

固 定 資 産 処 分 損

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

固 定 資 産 処 分 益

法人税等還付税額

その他の特別損失

科　　  目 科　　  目

経 費

そ の 他 経 常 費 用

預 け 金 利 息

国債等債券売却益

有価証券利息配当金

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

借 用 金 利 息

経 常 費 用

その他の経常収益

給付補塡備金繰入額

譲渡性預金利息

そ の 他 経 常 収 益

償却債権取立益

その他の業務費用

役 務 取 引 等 収 益

経 常 利 益

国債等債券償還損

受入為替手数料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益

国債等債券償還益

コールローン利息

その他の受入利息

当期未処分剰余金役 務 取 引 等 費 用

支払為替手数料

資金調達原価率
総 資 金 利 鞘

区　　分
貸出金利回り

経　常　費　用

129
コ ア 業務純益

その他の支払利息

経　常　利　益
業　務　純　益
コ ア 業務純益

区　　分

自 己 資 本 額

そ の 他 業 務 費 用

経　常　収　益

その他の役務費用

職員数（臨時除く）

当 期 純 利 益
総　資　産　額

預 貸 率（末残）
預 証 率（末残）

預け金利回り
有価証券利回り
預 金 利 回 り

資金運用利回り

189

損益計算書（単体）
令和4年4月1日～令和4年９月30日

経営指標・諸利回り・諸比率
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令和４年９月末開示 
 

（単位：百万円、％） 

区        分 
  債権額 担保・保証等 貸倒引当金 保全額  （Ｄ）

＝（Ｂ）＋（Ｃ） 

保全率 貸倒引当金引当率 

  （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）／（Ａ） （Ｃ）／（Ａ－Ｂ） 

破産更生債権 及び 

これらに準ずる債権 

３年度 1,241 1,150 90 1,241 100.00% 100.00% 

４年度 1,092 1,008 84 1,092 100.00% 100.00% 

危 険 債 権 
３年度 489 470 1 471 96.18% 5.42% 

４年度 443 431 0 432 97.52% 5.62% 

要 管 理 債 権 
３年度 48 48 0 48 100.00% 0.00% 

４年度 46 46 0 46 100.00% 0.00% 
 

三月以上延滞債権 
３年度 48 48 0 48 100.00% 0.00% 

 ４年度 46 46 0 46 100.00% 0.00% 
 

貸出条件緩和債権 
３年度 0 0 0 0 0 0.00% 

 ４年度 0 0 0 0 0 0.00% 

不 良 債 権 計 
３年度 1,779 1,668 91 1,760 98.94% 83.02% 

４年度 1,582 1,486 85 1,571 99.30% 88.63% 

正 常 債 権 
３年度 84,261      
４年度 86,940 不良債権比率   

合       計 
３年度 86,040  2.07%    
４年度 88,523  1.79%    

 

＊上記の令和4年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権

のカテゴリーにより分類し、以下の方法により算出しております。 

 上記開示債権算出の前提となる自己査定上の債務者区分については、令和4年3月末時点における自己査定による債務

者区分を基準に、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに、判然とした事象の変化があった

債務者について、当組合の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直をしております。 

 

1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由によ

り経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債

権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。 

3.「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。 
4.「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（１及び２に

掲げるものを除く。）です。 

5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。 

6.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。） 
です。 

 

 

 

協金法開示債権（リスク管理債権）及び 

金融再生法開示債権の保全・引当状況 
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１．地域貢献に関する経営姿勢 

  君津信用組合は地元の中小零細企業者や、住民の皆様が組合員となってお互いに助け合

い、発展していくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組合組織の金融機関

です。 

  中小零細企業者や住民一人々の顔が見えるきめ細かな取引を基本としており、常に顧客

（組合員）の事業の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考える

ことを活動の基本とし「金融を通じて地域社会に奉仕する」を経営方針としております。 

  また、地域社会の一員として当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の

向上に積極的に取組んでおります。 

 

 

２．金融を通じた地域貢献 

当組合の経営理念「金融を通じて地域社会に奉仕する」を基本とする経営方針にて営業

活動を行っております。 

本年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、緊急事態宣言や蔓延防止

対策の発令等の行動規制による、売上減少等で苦しむ事業者の資金繰り支援のため、「プロ

パー融資」「千葉県信用保証協会付融資」を積極的に推進することにより、中小零細企業者

への事業資金の融資に力を入れて参りました。 

また、プロパー融資とともに、千葉県や地元市町村の県制度・市町村制度融資を積極的

に利用推進することにより、地域の中小零細企業者の皆様に対しまして、創業・新事業支

援資金ならびに長期安定した事業資金の融資に努めました。 

さらに、職員と企業支援顧問が、取引先の企業を訪問し、経営相談・経営指導及び経営

改善・補助金申請等を支援するリレーションシップバンキングを積極的に実施しておりま

す。 

 

 

【令和４年度（9 月末まで）の貸出実績】 

   ①県・市町村制度融資 

138 件       1,073 百万円  

                           

②個人ローン  

住宅ローン    218 百万円     

消費者ローン   496 百万円    

 

   ※事業性融資新規実行額      939 百万円 

  うち、プロパー融資   299 百万円 

     保証協会付融資  640 百万円 

 

貸出先数・金額【令和４年 9 月３0 日現在】 （単位：百万円） 

区   分 先  数 金  額 うち設備資金 うち運転資金 

事 業 者 1,807 50,914 24,869 26,044 

個   人 4,794 29,588 24,965 4,623 

（内住宅ローン）  －   （12,073）     － － 

（内消費者ローン）  －  （3,711）      － － 

地方公共団体  7 7,953 2,635 5,318 

合   計 6,608 88,456 52,470 35,985 

 

地域密着型金融の取組み 
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きみしんの預金 

種   類 内       容 

自 由 金 利 ス ー パ ー 定 期 300 万円未満・300 万円以上の 2 種類の高利回りプラン 

「プレミアム定期預金 W(ダブル)」・「年金定期 500」 

自 由 金 利 大 口 定 期 預 金 1 ヶ月から 1,000 万円以上の資金運用に最適 

財 形 預 金 （ 年 金 ・ 住 宅 ） 元本 550 万円まで非課税 

期 日 指 定 定 期 預 金 自由金利・1 年複利計算 

普通預金・貯蓄預金・当座預金・定期積金・納税準備預金「納くん」・消費税完納準備預金 

・通知預金・譲渡性預金・後見制度支援預金など 

 

きみしんのローン  

種 類 お使いみち ご融資金額 

一 般 融 資 
きみしん新型コロナウイルス対応緊急融資制度 

手形貸付・手形(でんさい)割引・証書貸付・当座貸越  
お気軽にご相談下さい。 

千葉県信用保証協会融資 
千葉県制度融資、各市制度融資、アクティブ、

ダッシュ 5000、スパート 3000 
お気軽にご相談下さい。 

TKC 経営者ローン 事業資金（運転、設備）、無担保、無保証人 1,000 万円以内 

税理士関与先向け 

ビジネスローン 
事業資金（運転、設備）、無担保、無保証人 1,000 万円以内 

事 業 性 ロ ー ン 
事業資金（運転・設備）、無担保、無保証人 

ビジネスエース・ビジネスローン 

500 万円 以内 
（個人事業主除くビジネスローン 1,000 万円以内） 

公 的 融 資 
独立行政法人住宅金融支援機構「ﾌﾗｯﾄ 35」・独立行政法人福祉医療機構・ 

県制度・市制度・株式会社日本政策金融公庫・株式会社商工組合中央金庫 

住 宅 ロ ー ン 

全疾病保障付住宅ローン 

住まいるいちばんネクスト V   新築・リフォーム  

「3 年、5 年、10 年固定金利」「変動金利」 

1 億円 以内 

カ ー ド ロ ー ン  

カードローン Web 

カード 1 枚でスピーディーにいつでもお使いみち自由 

アラカルト・アラカルト Web 

30 万円～300 万円 

定額返済 

ビ ジ ネ ス  

カ ー ド ロ ー ン  

あなたの資金のニーズにお応えします 

スピーディーな資金調達でご商売をサポート 

50 万円～300 万円 

定額返済 

フ リ ー ロ ー ン 

フリーローン Web 

お使いみち自由（事業資金除く） 

証貸組替ローン（事業資金除く） 

1,000 万円 以内 

ご利用中の残高以内 

スピードローン  

スピードローン Web 

お使いみち自由（事業資金含む） 

Web でカンタンお申込み 
500 万円 以内 

ス ー パ ー ロ ー ン お使いみち自由（借換資金・事業資金含む） 500 万円 以内 

多 目 的 ロ ー ン 

多目的ローン Web 

資金使途が明確なもの 

及び、他金融機関の目的系ローンの借換資金 
1,000 万円 以内 

カーライフローン  

カ ー ラ イ フ ロ ー ン W e b 

マイカーの購入（新車・中古車）及び車検・修理費など  

Web でカンタンお申込み 
1,000 万円 以内 

奨 学 ﾛ ｰ ﾝ  

奨 学 ロ ー ン W e b 

受験費用等受験にかかわる費用、入学金など入学から

在学中にかかる費用  Web でカンタンお申込み 
1,000 万円 以内 

ﾘ ﾌ ｫ ｰ ﾑ ﾛ ｰ ン 

ﾘﾌｫｰﾑﾛｰン Web

リフォームローンワイド 

リフォームローンワイド Web 

住宅の増改築 

Wｅｂでカンタンお申込み 

500 万円 以内 

 

1,000 万円 以内 

営業のご案内 
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【お取扱い店舗】

その他の店舗では取扱店へ取次致します。

きみしんのサービス 

種  類 内       容 

年 金 ・ 共 済 自 動 受 取 公的年金・各種共済年金の自動受取 

給 与 振 込 給料・ボーナスがお勤め先から直接口座に振込 

公 共 料 金 電気料・電話料・ＮＨＫ・水道料・ガス料金自動支払 

内 国 為 替 全国の金融機関へ振込 

外 国 通 貨 両 替 ドル交換取扱い 

I C・キャッシュカード 安全性を重視した IC キャッシュカードの新規発行を無料化対応 

A T M 指 静 脈 認 証 五井支店 ATM に安全を重視した指静脈認証を導入しています。 

デ ビ ッ ト カ ー ド キャッシュカードで、デビットカード加盟店にて買い物ができます。 

全国キャッシュサービス 全国の提携金融機関および郵便局、コンビニ、JR 東日本 ATM で「きみしん」カードがご利用できます。 

で ん さ い ネ ッ ト ペーパーレスで手続きラクラク、搬送代を削減し印紙税も非課税、支払手段を効率化できます。  

し ん く み お 得 ネ ッ ト 全国の提携信用組合間での CD・ATM 利用手数料が無料となります。 

イ ン タ ー ネ ッ ト バ ン キ ン グ  振込・振替業務、取引明細照会業務・月額基本手数料無料 

法 人 イ ン タ ー ネ ッ ト 

バ ン キ ン グ 

個人事業主様、法人様に対応。大量のお振込みが一括で処理できます。 

オフィスから簡単操作で取引明細照会や税金等各種料金の払込可。 

ﾍﾟｲｼﾞｰ 各種料金払込ｻｰﾋﾞｽ 税金や各種公共料金等の各種料金をｲﾝﾀｰﾈｯﾄから払込ができます。 

ﾍﾟｲｼﾞｰ 口座振替受付ｻｰﾋﾞｽ 口座振替の手続きを印鑑なしでｷｬｯｼｭカードだけで行なえます。 

労 働 保 険 料 等 の 口 座 振 替 継続事業、単独有期事業、一般拠出金に係る保険料の口座振替納付ができます。 

国 税 等 の 払 込 み 

日 本 銀 行 歳 入 復 代 理 店 

本店・袖ケ浦支店・君津支店・大佐和支店・いわね支店・東太田支店・子安支

店・八幡支店にて国税や交通反則金の納付が、他の店舗では取次ができます。 

国 税 ﾀ ﾞ ｲ ﾚ ｸ ﾄ 納 付 電子納税 e-Tax によりパソコンで納付ができます。 

貸 金 庫 簡単操作のプライベート金庫 

国 債 の 窓 口 販 売 個人向け国債の窓口販売 

保 険 窓 口 販 売 
長期火災保険、債務返済支援保険、年金払積立傷害保険、個人年金保険、 

医療総合保険、終身保険の窓口販売 

確 定 拠 出 年 金 の 募 集 個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）の募集 

遺 言 代 用 信 託 の 募 集 しんくみ相続信託（元本保証型合同運用指定金銭信託）の募集 

事業承継マッチングサービス 事業承継支援サービス（M&A マーケット「TRANBI(トランビ)」）の提供 

電子地域通貨「アクアコイン」 スマートフォンを利用した木更津市内限定で利用できる電子地域通貨 

歳入金の窓口電子収納 ペイジー窓口チャネル（窓口電子収納）を利用して歳入金等の受け入れができます。 

決 済 サ ー ビ ス 導 入 支 援 タイムズペイと連携して様々な決済サービスの導入支援を行っています。 

その他に、有価証券の貸付業務、債務の保証業務、地方公共団体の公金取扱業務、株式払込金の受入業務を取扱っております。 
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※お申し込みに際しては、当組合所定の審査をさせて頂きます。審査結果によってはご希

望に添いかねる場合もございますのでご了承ください。  

制度名  きみしん新型コロナウイルス対応緊急融資制度  

ご利用頂ける方  

当組合の営業エリア（市原市・袖ケ浦市・木更津市・君津市・富津

市・鋸南町・南房総市・館山市）に事業基盤や住居がある方で、新

型コロナウイルス感染症の発生により、直接的または間接的に影響

を受けたお客様  

お使いみち  運転資金 

ご融資金額  10 万円以上  

ご融資期間  
5 年以内 

※返済期間とは別に 1年以内の元金据置期間を設定可能 

ご融資利率  当組合所定の利率  

連帯保証人  （原則）代表者様のみ  

担保  必要に応じて担保の提供をお願いすることがあります。  

新型コロナウイルス感染症の影響を 

受けている事業者への支援 

 

新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、直接的または間接的に影響を受けている事業

者を支援するため、既存融資の貸付条件の変更や新たな資金需要等に、きめ細かくスピード

感を持って対応しています。 

資金繰り支援策として、「きみしん新型コロナウイルス対応緊急融資制度」や市制度融資な

どにも積極的に取り組むことで、地域のお客様の資金繰り支援に最大限努めています。 

また、企業支援業務に関する顧問契約を経験豊富な中小企業診断士と締結し、企業支援

顧問として、補助金申請をはじめとする相談業務へ専門的に対応できるようにしています。 
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当組合では、お客様により一層のご満足をいただけるよう、お取引にかかるご苦情等を受

付ておりますので、お気軽にお申し出下さい。なお、苦情対応等の手続きについては、ホー

ムページでもご紹介しております。 URL【https://kimishin.jp/】 
＊ 苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛争のいずれかに該当するもの

及びこれらに準ずるものをいいます。 
 

当組合へのお申出先 
 

「お取引先店舗」または「君津信用組合お客様相談室」に 
お願いいたします。 

 
君津信用組合お客様相談室 

   住  所  千葉県木更津市潮見 3-3 
電話番号  0438-20-1122 
受付時間  9：00～17：00 

（土日・祝日および金融機関休業日を除く） 

▼ 
   苦情等のお申し出は当信用組合のほか、しんくみ相談所をはじめとする他の機関で 

も受け付けています（詳しくは、当組合お客様相談室へご相談ください。） 
名  称 しんくみ相談所 

（一般社団法人 全国信用組合中央協会） 
住  所 〒104-0031 

東京都中央区京橋 1-9-5 
電話番号 03-3567-2456 
受 付 日 
時  間 

月～金 
（祝日及び金融機関休業日を除く） 

9：00～17：00 
相談所は、公平･中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を得たうえ、当 

    該の信用組合に対し迅速な解決を要請します。 

▼ 

東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛 
争の解決を図ることも可能ですので、当組合のお客様相談室またはしんくみ相談所へお申し 
出下さい。また、お客様が直接、仲裁センター等へ申し出ることも可能です。なお、仲裁セ 

苦情処理措置・紛争解決措置等の概要等 
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ンター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、 
アクセスに便利な地域で手続を進める方法があります。 
① 移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。 
② 現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地 

と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当る。 
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。

具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。 

名  称 
東京弁護士会 

紛争解決センター 
第一東京弁護士会 
仲裁センター 

第二東京弁護士会 
仲裁センター 

住  所 
〒100-0013 

東京都千代田区霞ヶ関 1-1-3 
〒100-0013 

東京都千代田区霞ヶ関 1-1-3 
〒100-0013 

東京都千代田区霞ヶ関 1-1-3 

電話番号 03-3581-0031 03-3595-8588 03-3581-2249 
受 付 日 
時  間 

月～金（除祝日、年末年始）

9:30～12：00、13:00～15：00 
月～金（除祝日、年末年始）

10:00～12：00、13:00～16：00 
月～金（除祝日、年末年始）

9:30～12：00、13:00～17：00 
保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。 

名  称 
生命保険相談所 

（一般社団法人 生命保険協会） 
そんぽ ADR センター 

（一般社団法人 日本損害保険協会） 

住  所 
〒100-0005 

東京都千代田区丸の内 3-4-1 
〒101-8335 

東京都千代田区神田淡路町 2-9 
電話番号 03-3286-2648 0570-022808 
受 付 日 
時  間 

月～金（除祝日、年末年始） 
9：00～17：00 

月～金（除祝日、年末年始） 
9：15～17：00 

 
—当組合は、お客様からのお申し出について、以下の通り金融 ADR 制度も踏まえ、内部管理体制等を 

整備して迅速・公平・適切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努めます。— 
 

1． お客様からの苦情等については、本支店又はお客様相談室で受け付けます。 
2． お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携

を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。 
3． 苦情等の受付対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い適切に取り扱

いいたします。 
4． お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けています

ので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介し、その標準的な手続き等の情報を提供いたし
ます。 

5． 紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することが出来ます。その際
は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取組みます。 

6． 顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処理指示については、業
務監査部が一元的に管理します。 

7． 反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規定等に基づき、必要に応じ警察等関係機関
との連携をとった上、断固たる対応をとります。 

8． 苦情等に対応するため、研修等により関連規定等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・
徹底を図ります。 

9． 苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を把握した上、苦情等の再発防止、
未然防止に向けた取組みを不断に行います。 
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種       類  料   金 

振 
 

 
 

込 

当組合本支店 

自店宛 
3 万円未満  330 円 

3 万円以上  550 円 

他店宛 
3 万円未満  330 円 

3 万円以上  550 円 

ＡＴＭ扱 
3 万円未満  110 円 

3 万円以上  330 円 

インターネット 
3 万円未満  110 円 

3 万円以上  220 円 

他 行 

電信扱 
3 万円未満  605 円 

3 万円以上  770 円 

ＡＴＭ扱 
3 万円未満  385 円 

3 万円以上  550 円 

インターネット 
3 万円未満  220 円 

3 万円以上  440 円 

インターネット 

バンキング 

個人向け   無 料 

法人向け 
照会、振込・振替サービス  （月額）1,100 円 

上記機能+データ伝送サービス  （月額）3,300 円 

代
金
取
立 

本 支 店 自店宛 他店宛  220 円 

他 行 

同一交換所 

における手形 

即日入金  無 料 

預かり（先日付）  220 円 

その他地域 
至急扱  880 円 

普通扱  660 円 

その他 振込・送金(880 円)、取立手形組戻(1,100 円)、不渡手形返却(1,100 円)、取立手形店頭呈示(880 円) 

当座預金 小切手帳  1 冊（50 枚） 

約束手形帳 1 冊（50 枚） 

マル専口座取扱手数料（割賦販売通知書 1 枚） 

マル専手形（1 枚につき） 

 

 

 

 

1,100 円 

1,650 円 

3,300 円 

550 円 

自己宛小切手  550 円 

カード再発行・通帳証書等再発行  1,100 円 

残高証明書  発行手数料    1 通 
当組合書式  770 円 

定形外  1,100 円 

貸金庫利用料 
半自動 （年間） 大 26,400 円   中 19,800 円   小 13,200 円 

全自動 （年間） 大 31,020 円   中 23,100 円   小 16,500 円 

ＣＤ・ＡＴＭ手数料（払戻 1 回につき）  当組合カード  県内信組  その他 

平日 18 時まで（土曜 14 時まで）  無 料  無 料  110 円 

平日 18 時以降（土曜 14 時以降）日曜日  無 料  220 円  220 円 

①両替手数料 

②金種指定払戻手数料 

③大量硬貨精査手数料 

硬貨および紙幣

数により算出。 

①   330 円 

②   330 円 
税 

 

込 

①     51 枚～500 枚 

②    301 枚～500 枚 

①②③ 550 円 ①②③ 501 枚～1000 枚 

①②③1100 円 ①②③ 1001枚～2000枚 

①②③ 1000 枚毎 440 円加算 ①②③  2001 枚以上 

集金手数料 週 1 回 55,000 円 週 4 回      121,000 円 

週 2 回 77,000 円 週 5 回      143,000 円 

週 3 回 99,000 円 月間手数料 

手数料のご案内 

【令和 4 年 10 月 1 日現在】（消費税含む） 

集金契約書の締結条件 
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議決事項 

第 1 号議案   第 60 期 剰余金処分案承認の件 

第 2 号議案   第 61 期 事業計画並びに予算案承認の件 

第 3 号議案   役員(理事及び監事)の任期満了に伴う改選の件 

第 4 号議案   退任役員退職慰労金支給の件 

第 5 号議案   組合員除名の件 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・総代会制度 

信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図る 

ことを目的とした協同組合組織金融機関です。また、信用組合には、組合員の総意により組合の 

意思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資口数に関係なく、一人一票 

の議決権及び選挙権を持ち、総会を通じて信用組合の経営等に参加することができます。 

しかし、当組合は、組合員 28,674 名（令和 4 年 3 月末）と多く、総会の開催が困難なため、 

中小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより「総代会」を設置しています。 

総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の経営に反映されるよう、組合員 

の中から適正な手続きにより選挙された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充 

実した審議を確保しています。また、総代会は、当組合の最高意思決定機関であり、決算や事業 

活動等の報告が行われるとともに、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任 

など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行なわれます。 

総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組 

合経営に反映させる重要な役割を担っています。 

 

 

令和 4 年 6 月 30 日午前 10：00 より本店４階大ホールにて、第 60 期通常総代会が開催され

ました。 

この度の総代会は、新型コロナウイルスによる感染の危険が継続している状況に鑑み、十分な換

気の下で、検温・手指消毒・マスクの着用を徹底し行われました。 

当日は、議決権を有する総代 130 名のうち、出席総代数 78 名、書面決議による数 50 名、委任

状による数 2 名、決議総数 128 名のもと下記の議案が説明、審議を経て承認されました。 

 

通 常 総 代 会 

令和 4 年 6 月 30 日 

信用組合と総代会制度 
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しんくみの日週間 

献 血 運 動 

於：本 店 
（4 年 9 月） 

地域貢献活動 

木更津市少年野球連盟へ

優勝メダル等の寄贈 

4 年 5 月、前年に引き続き、当組

合後援による「君津信用組合旗争奪

木更津市少年野球大会」が開催さ

れ、木更津市少年野球連盟に優勝メ

ダル等を贈呈しました。 
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ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 

「少しでもお役に立てればと 地域の活動のお手伝いをしています」 

“きみしん”ではコンプライアンスの遵守と 

態勢の整備に努めています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（名刺裏面、コンプライアンスについて） 

かずさジュニアオーケストラ   

 

令和 4 年 8 月 28 日に開催した第 23 回定期演奏会を協賛しました。 
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〇第２回「しんくみブランド表彰」大賞の受賞 

 

 

 

〇令和 4 年 6 月～  

アクアコイン特別決済音（市内保育園・幼稚園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇令和 4 年 7 月～ 

「地域を元気に！わくわく 5％還元キャンペーン」実施 

 

「アクアコイン」の取組み 

電子地域通貨「アクアコイン」の取組みに賛同

いただいた「わくわく広場」を運営する 髙品

政明氏個人（株式会社タカヨシ代表取締役会

長）からの寄附を原資として、新型コロナウイ

ルス感染症や物価高騰等の影響を受ける地域

の消費喚起を行うため、アクアコインでの支払

額の５％分をポイントとして還元しました。 

昨年大変ご好評いただきましたア

クアコイン特別決済音を今年も市

内 5 つの 保育園・幼稚園 の園児

にご協力いただき 、「アクア」の

特別音声を作成、市内に元気な声

をお届けしました。 

ご協力は、 

岩根みどり幼稚園 

第二みどり幼稚園 

みつわ幼稚園 

みやまのさくら保育園 

なかごう保育園 

の子どもたちです 

一般社団法人全国信用組合中央協会が開催した地域経済の振興に寄与した取り組みを評価する

第２回「しんくみブランド表彰」の結果が令和 4 年 9 月 22 日に発表され、大賞に君津信用組

合の「電子地域通貨『アクアコイン』を通じた地域活性化」が選出されました。令和 4 年 10 月

21 日に開催される全国信用組合大会にて表彰されます。 

事 業 者 支 援 

 経営診断報告会の開催 

当組合では、中小企業診断士である企業支援顧問とともに、職員が直接事業者を訪問し、そ

の事業者に適した課題解決に対する提案をおこなっております。また、「中小企業診断士登録

養成課程」における診断実習を当組合にて実施しました。 
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店 舗 の ご 案 内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本   部  木更津市潮見 3-3          

                  ☎ 0438-20-1122 

本   店   木更津市潮見 3-3            

                  ☎ 0438-20-1111 

中 央 支 店     木更津市潮見 3-3（本店内） 

                        ☎ 0438-23-5151 

富 津 支 店    富津市大堀 511-1 

                        ☎ 0439-87-0854 

袖ケ浦支店   袖ケ浦市蔵波 1939-2 

                        ☎ 0438-62-2624 

君 津 支 店    君津市南久保 1-1-5 

                        ☎ 0439-55-5711 

大佐和支店   富津市千種新田 447-8 

                        ☎ 0439-65-1051 

いわね支店   木更津市岩根 3-10-15 

                        ☎ 0438-41-0344 

天 羽 支 店    富津市湊 374 

                        ☎ 0439-67-0522 

平 川 支 店    袖ケ浦市横田 32-3 

                        ☎ 0438-75-3025 

ぎおん支店   木更津市祇園 1-1-5 

                        ☎ 0438-98-2111 

東太田支店   木更津市東太田 4-4-7 

                        ☎ 0438-97-1111 

子 安 支 店   君津市南子安 7-4-12 

               ☎ 0439-52-1511 

五 井 支 店   市原市更級 １-８-1 

               ☎ 0436-24-3100 

八 幡 支 店   市原市八幡 465 

               ☎ 0436-98-5151 

館 山 支 店    館山市北条 1815 

                        ☎ 0470-22-0708 

館 山 支 店     

鋸南出張所    安房郡鋸南町勝山 351-17 

（ATM） 




